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Ⅰ．本資料の目的 

1. 本資料は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10年法律第 117号）（以下「温

対法」という。）における「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」（以下「SHK

制度」という。）に基づき報告した温室効果ガス排出を用いてサステナビリティ開示テー

マ別基準第 2号「気候関連開示基準」（以下「気候基準」という。）の定めに従う場合の

開示について、サステナビリティ開示実務対応基準の開発を行う場合における、適用時

期等に関する論点について、検討することを目的としている。 

Ⅱ．事務局による提案の要約 

2. 本論点における事務局の提案を要約すると、次のとおりである。 

(1) 適用時期については、2027年 3月 31日以後終了する年次報告期間に係る気候関連開

示から適用とする（後述の第 3項参照）。 

(2) 早期適用を認める（後述の第 4項参照）。 

(3) 本実務対応基準を適用する最初の年次報告期間において、実務上不可能である場合

を除き、前報告期間に温対法における SHK 制度に基づき報告した温室効果ガス排出

を用いて開示していた場合、本実務対応基準を適用していたものとして、比較情報を

更新する（後述の第 5参照）。 

Ⅲ．事務局による検討 

事務局の対応案 

（適用時期） 

3. 次の理由から、2027 年 3 月 31 日以後終了する年次報告期間に係る気候関連開示から本

実務対応基準を適用することが考えられるがどうか。 

(1) 金融庁より 2025年 11月 26日に公表された「企業内容等の開示に関する内閣府令の

一部を改正する内閣府令」（案）等において、サステナビリティ開示基準（以下「SSBJ
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基準」という。）の適用時期は、株式時価総額 3兆円以上のプライム市場上場企業が

2027年 3月期からと提案されている。 

(2) 本実務対応基準は、企業の全部又は一部について、温対法における SHK 制度に基づ

く温室効果ガス排出の報告が既に行われている場合における、報告した温室効果ガ

ス排出を用いた開示を明確化するものであり、本実務対応基準に従った開示を作成

する準備のための追加的な負荷は大きくないことが想定される。企業が本実務対応

基準を適用するために実際に必要となる準備期間は、企業によって異なることが考

えられるが、これまでの議論において、2027 年 3 月期よりも適用時期を遅らせるだ

けの具体的なニーズは聞かれていない。 

（早期適用） 

4. 次の理由から、早期適用を認めることが考えられるがどうか。 

(1) 2027 年 3 月 31 日以後終了する年次報告期間よりも早い報告期間から SSBJ 基準の適

用を検討している企業があることが想定される。そのような企業にとっては、本実務

対応基準が定める予定である温対法における SHK 制度に基づき報告した温室効果ガ

ス排出を用いる場合の開示の明確化について、より早く適用することができるよう

にすることについてのニーズがあると考えられる。 

（比較情報の取扱い） 

5. 次の理由から、本実務対応基準を適用する最初の年次報告期間において、実務上不可能

である場合を除き、前報告期間に温対法における SHK 制度に基づき報告した温室効果ガ

ス排出を用いて開示していた場合、本実務対応基準を適用したものとして、比較情報の

更新を要求することが考えられるがどうか。 

(1) 温対法における SHK制度の 2024年度改正において、「温室効果ガスプロトコルの企

業算定及び報告基準（2004 年）」等の国際的に採用されている算定方法との齟齬を

解消すること等を目的とした改正がなされ、基礎排出量については直接排出と間接

排出を区分した報告に変更されている。これにより、基礎排出量を用いて、スコープ

1 とスコープ 2 の区分開示ができるようになっている。当該報告は 2025 年度報告、

すなわち 2024年度実績の報告から適用されているため、本実務対応基準を適用する

年次報告期間の前報告期間の報告数値の基礎をすでに有していると考えられる。 

(2) 本実務対応基準が定める予定である温対法における SHK 制度の枠組みによるロケー

ション基準の温室効果ガス排出は、温対法における SHK 制度に基づき基礎排出量と
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して測定された温室効果ガス排出のうち間接排出に係る活動量に環境省が公表する

平均的な排出係数を乗じて、容易に算定できると考えられる。 

(3) 法令の定めに基づき本実務対応基準を適用する最初の年次報告期間は、SSBJ 基準を

適用する最初の年次報告期間となることが想定され、比較情報の開示が必要となる

企業の数は相当程度限定されることから、この経過措置の影響は限定的であると考

えられる。 

 

ディスカッション・ポイント 

① 適用時期等に関する事務局の提案について、ご質問やご意見があればいただきた

い。 

② サステナビリティ開示実務対応基準公開草案の文案について、ご質問やご意見が

あればいただきたい。 
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